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行商従業者証等の様式の承認に関する規程の一部を改正する告示の制定について

（通達）

行商従業者証等の様式の特例の承認については、行商従業者証等の様式の承認に関する

規程（平成７年国家公安委員会告示第７号。以下「告示」という。）に基づき実施してい

るところであるが、行商従業者証等の様式の承認に関する規程の一部を改正する件（平成

30年国家公安委員会告示第51号。以下「改正告示」という。）（別添）が平成30年10月22日

に公布され、同月24日から施行された。改正告示による改正後の告示の概要及び運用上の

留意事項は下記のとおりであるので、事務処理上遺漏のないようにされたい。

記

１ 古物営業法の一部を改正する法律（平成30年法律第21号）の一部の施行に伴う規定の

整備

(1) 欠格要件の追加（第１条第３号関係）

ア 概要

古物営業の欠格事由の追加に伴い、行商従業者証等の様式の承認を受けることが

できる団体の要件として、その役員のうちに、

(ｱ) 窃盗罪を犯して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とのなくなった日から起算して５年を経過しない者

(ｲ) 集団的に、又は常習的に暴力的不法行為その他の罪に当たる違法な行為で国家

公安委員会規則で定めるものを行うおそれがあると認めるに足りる相当な理由が

ある者

(ｳ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第12

条若しくは第12条の６の規定による命令又は同法第12条の４第２項の規定による

指示を受けた者であって、当該命令又は指示を受けた日から起算して３年を経過

しないもの

がいないことが追加された。

イ 運用上の留意事項

新たに追加された欠格要件は、古物営業法の一部を改正する法律による改正後の

古物営業法（昭和24年法律第108号）第４条に追加されたものと同一であることか

ら、「古物営業法の一部を改正する法律の施行について（通達）」（平成30年９月14

日付け警察庁丙生企発第165号）第１の２に準じて適切な運用に努めること。



なお、上記については警察庁刑事局組織犯罪対策部暴力団対策課と協議済みであ

る。

(2) 「露店」の「仮設店舗」への改称（第４条第１号及び別記様式第２号関係）

古物営業法上の「露店」が「仮設店舗」に改められたことに伴い、「露店」が「仮

設店舗」に改められた。

２ 電磁的記録媒体による手続の整備（第２条の２及び別記様式第３号関係）

(1) 概要

行商従業者証等の様式の承認を申請しようとする一般社団法人等が書類に代えて提

出することができる媒体がフレキシブルディスクから電磁的記録媒体に拡大された。

(2) 運用上の留意事項

承認の申請を受理するに当たっては、第２条の２第１項各号に掲げる書類が、フレ

キシブルディスクに限らず、他の各種電磁的記録媒体（ＣＤ－ＲＯＭ、ＵＳＢメモリ

等）による提出が可能となったことに留意し、適切に対応すること。

（添付資料）
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